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Abstract This paper examined the load合equencycontrol method in the power system that introduced ditributed 

g記nerator. Examined content is the case of the distributed g母neratorparticipated / nonparticipated in the 

frequency control of the system. Control of the power plant in開 charea is th自 cas百ofthe control method 

using the 10且dd母mand君stimationand GA， or TBC. To study the e:ffi官ctivenessofthe distributed generator， 

this paper considered the ∞mputer simulation 3-area load企equencycontrol model syst記m which 

introduced the distributed generator. 

1.はじめに

電力系統は，社会生活や産業の高度化，多様化に伴い安

定で信頼性の高い電力の供給がますます要求されている。

この系統において，電力市場の規制緩和や自由化に伴い独

立系発電事業者(IndependantPower Producer: I P P)， 

燃料電池発電，風力発電，太陽光発電など分散型電源

(Distributed Genertator : D G)などが系統内に増加して

くるものと思われる。また，これまで地域独占であった電

力の売買も他地域の電力会社や 1P Pからの購入も可能

となり，今後系統全体がより複雑化の傾向になるものと思

われる。

このような複雑多岐にわたる系統において，電力需給制

御の中心lこ，系統の周波数および連系線潮流偏差を基準値

に維持することを目的とした負荷周波数制御(Load

Frequency Control: L F C)がある。代表的なLFC手法

として，連系する系統の周波数を規定値に維持する定周波

数制御(FlatFrequency Co国 rol:F F C)ならびに連系す

る系統の周波数と連系線潮流を既定値に維持する周波数

偏侍連系線電力制御方式何ieline Bias Control : T B C) 

がある。これまでの手法としては，大容量の系統でFFC

を， FFC方式と連系する比較的中小容量の系統でTBC

を実施してきた。しかしながら，電力市場の規制緩和なら

びに自由化に伴い，全系においてTBCを実施しているの

が現状である。
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この電力自由化に伴い電力の品質に関して，系統運用補助

サービス(アンシラリーサービス)が注目されつつある。

アンシラリーサービスは，系統制御，周波数制御，電圧安

定性などの項目から構成されている。このうち周波数制御

については，調整容量の問題や制御手法の提案ならびに新

しい周波数制御解析モデルに関して，盛んに研究がなされ

つつある(1)-(11)。

そこで本論文においては，近年増加しつつある分散電源

が導入された LFCモデルを用いて，分散電源が系統制御

に参加した場合と分散電源が系統制御に参加しなかった

場合について各々検討を行った。その際，分散電源で実施

したLFC手法は，白地域の周波数偏差を用いた PID制

御である。一方調整用発電所で実施したLFC手法として

は，地域制御誤差を用いたTBCと著者らが開発してきた

遺伝的アルゴリズム(GeneticAlgorithm: G A)と負荷推定

機構を用いた LFC手法(12)を用いて，比較検討を行った。

その結果，これまで提案してきたLFC手法は，分散電椋

が存在する系統においても有効であることを， 3地域LF

Cモデ、ノレを用いて立証した。

2. モデル系鏡

本論文で用いる分散電源は，大きく 2種類に分類する。ひ

とつは，太陽光発電，小型風力発電などが系統連系する際

に，蓄電池とインバータを介して系統連系する場合である。

図1に概念図を示す。もうひとつは，小型の発電機，マイ

クロガスタービンならびに燃料電池発電方式のようにイ

ンバータを介さないで系統連系するものである。このとき
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の概念図を図 2に示す。本論文では，このような分散電源、

を文献(13)と(14)などを参考にして，図 3中に示す一

次遅れ系で表されるものとして考慮した。

また系統全体としては，これまで検討してきたLFCシ

ステムであり 3地域くし形系統を用いた。概念図を図4に

示す。各地域には，調速機(Governo:r)，タービン(百r:rbin)， 

再熱タービン(HeatRecovery恒nb血)から構成される調

整用発電所をーカ所考慮、しているものとした。なお本論文

では，調速機の上下限制約やタービンなどの増加率制限は

考慮していない。

三相系統
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図 1 蓄電池などを用いたインパータを用いた

分散電源の概念図
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大型の恩力発電)

図2 インバータを介さないで系統連系する

分散電源、の概念図

3. 制調手法

本論文における分散電源は，分散電源が系統制御に参

加した場合と系統制御に参加しなかった場合の二種類に

ついて検討を行った。分散電源が系統制御に参加した場

合は，自地域の周波数偏差を入力としたPID制御を実

施した。また，調整用発電所での制御手法としては，

1) .負荷推定機構と GAとを組み合わせた手法(12)

2) .地域制御誤差を用いたTBC

を実施した。

4. シミュレーション結果と韓討

本論文のシミュレーションは，図 3の分散電源を考慮、した

3地域LFCモデノレにおいて，表 1の定数を用いて実施し

た。地域1と地域2と地域3の系統容量比は 1: 1 : 1と

した。また，負荷推定の制御周期は 0.028とし，さらに制

御周期は 0.18とした。

シミュレーションのシナリオは，地域 1の分散電源が出

力O.05(P.U.MW)を地域2および地域3に融通する場合に

ついて行った。

このとき，分散電椋ならびに調整用発電所は，以下に示

す条件で、検討を行った。

匂分散電諒が系統制僻に参加しなかった場合

1)調整用発電所で負荷推定機構と GAの制調を実施

したとき

2)調整用発電所で地域制御誤差を用いたTBCを実

施したとき

@分散電話京が系統制調に参加した場合

3)調整用発電所で負荷推定機構と GAの制御を実施

したとき

4)調整用発電所で地域制御誤差を用いたTBCを実

施したとき
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図3 地域 1の構成線図

容量比

図4 3地域LFCモデルの概念図

表1.使用定数

Ml=O目150，D1=O.0100，M2=O.200，D2=O.0120，

M3=O.167，D3=O.0167， 

TTl=O.25，TG 1=0.10，τ'rl=10.0，Krl=O.5， 

TT2=O.25， TG2=O.lO，官2=1O.0，Kr2=O.5，

TT3=O.30， TG3=O.08， Tr3=1O.O，Kr3=O.5， 

Rl=2.4，R2=2.4，R3=2.4， 

T12=O.08674，T23=O.08674，KBP=l.O，TBP=O.026， 

ムSignal=O.05

4. 1 分散電覇が系離脅IJ議事に参踊しなかった場合

図5は，図 3のモデル系統において地域1の分散電源の出
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力を地域2と地域3に0.025(P.U.MW)を各々送電した場

合の制御特性である。同図(a)は地域1の周波数偏差L!/1， 

(b)は地域2の周波数偏差J/2，ωは地域3の周波数偏差

LI /3， (d)は地域1圃 2聞の連系線潮流偏差jjp鵠 12，(e) 

は地域2・3聞の連系線潮流偏差L!Ptie23である。このと

き場合，分散電源は系統制御に参加しないで、'目的とする

電力融通を地域2と地域3に行っているものとした。また

各地域の調整用発電所は，負荷推定機構と GAを用いたL

F C手法(本手法)あるいはTBC (従来法)を実施して

いるものとした。ここで，負荷推定と GAを用いた手法に

おけるパラメータは，以下の通りである。まず， PD制御

器のゲインの設計範囲は比例ゲイン KPi，微分ゲイン KDi

共に"0 町 1~0.1 の値に経験的に設定した。{間体数は 100，

交差率を 40%，淘汰率を 99%とし，エリート保存を実施

している。

ここで，本手法と従来法を比較するために次式に示す

評価関数を用いるものとする。

J f =:E I 11 f i(k) I 
J ptie= 1: I 11 Ptieij(k) I 
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図5において，本手法と従来法を各々比較すると，図 5

(a)， (b)， (けにおいて，本手法は従来手法よりも最大振幅

を抑制していることが分かる。また，定常状態の収束に関

しては9 本手法は従来手法にみられた大きな振動もなく，

速やかに定常状態に収束していることを示している。図 5

(d)， (e)の連系線潮流偏差の制御特性について比較すると，

本手法は周波数偏差と同様に最大振幅を抑制し，地域 1の

電力を，他地域に速やかに送電していることが分かる。

Jpti...3.40 

(e) 地域 2"3聞の連系線潮流偏差

分散電源が系統制御に参加しなかった場合

幽0.05

図5

図6は，分散電源が系統制御に参加した場合であり，この

とき分散電源は白地域の周波数偏差を用いた PID制御

を実施している。ここで，調整用発電所では負荷推定機構

とGAを実施した場合(本手法)あるいはTBCを実施し

た場合(従来法)である。

本論文では，分散電源が系統制御に参加することによ

り，周波数偏差と連系線潮流偏差の応答特性の改善を試み

た。分散電源のPID制御器におけるゲインは比例ゲイン

Kpi，積分ゲインKli，比例ゲインKDi共に O.5とし，

前章と同様に，図 3のモデ、ル系統において地域1の分散電

源の出力を地域2と地域3にO.025 (P. U. MW)を送電した場

合の制御特性を実施し検討を行った。図 6の特性を各々比

較すると，周波数偏差は最大振幅を抑制し，規定値に速や

かに収束している。また，図 6(d)， (e)より連系線潮流偏

差においては，分散電源が系統制御に参加することにより

2 分散電顕が制御lに参加した場合の輔調特性4. 
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最大振幅を抑制し，速やかに他地域に送電していることが

分かる。また，図 5の分散電源が系統制御に参加しなかっ

た場合と比較すると，参加した場合は制御効果により，分

散電源の出力を調整しているので，地域1の周波数偏差に

改善がみられる。しかし，地域2と地域3の最大振幅は応

答の遅れがみられる。しかし，その後は速やかに規定値に

収束している。

連系線潮流偏差は振動が抑えられ，規定値を速やかに他

地域に送電していることが分かる。

4 

-O.OSL Jpt隅 4.90

(e) 地域2・3間の連系線潮流偏差

分散電視が系統制御に参加した場合

本論文では，近年の規制緩和による電力市場の自由化に伴

い， I P P，自然エネノレギー，マイクロガスタービンなど

の分散型電糠が系統内に増加してくるものと思われる。そ

こで，これら分散電源が系統制御に参加した場合あるいは

系統制御に参加しなかった場合において，系統の周波数偏

差および連系線潮流偏差の制御特性の検討を行った。

その結果，以下のような成果を得た。

(1) 周波数偏差は，従来手法よりも最大振幅を抑制

することができ，また速やかに規定値に収束す

ることが分かる。

連系線潮流偏差は，最大振幅を抑制することが

でき，他地域に速やかに送電していることが分

かる。

分散電椋が系統制御に参加することによって，

周波数制御特性の改善がみられた。

今後は，調速機やタービンなどの増加率制限を考慮、し

た場合や，周波数偏差の最大振幅の抑制として，分散型

電源と調整用発電所の協調が考えられるので，分散型電

源と調整用発電所の協調についての制御手法の開発を

小型発電機と小型風力発電機，太陽光発電機および蓄電池

を用いた実験的検討して行ってし、く予定である。

図 6
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